
 
緑のシステム創造事業について 

  
当市では、市域面積の約９０％を占める森林の計画的な森林整備推進と安定的な用材搬出さら

には森林内に賦存する林内未利用資源を森林外に搬出・供給する地域独自の複合供給システムの

構築を目指している。 
 具体的には、定性間伐主体の施業方法から列状・定性の複合的間伐へと施業方法を変更すると

ともに、林内路網整備や高性能林業機械の導入によって作業の効率化と生産性の向上を図りなが

ら森林整備を推進しようとするもの。 
 このことによって、森林の持つ公益的機能の回復はもちろんのこと、木質バイオマス資源の有

効活用ほか、雇用の場の創出や林家の所得向上など様々な波及効果を期待している。 
 
 
森林整備のイメージ（事業主体：森林事業者、行政） 
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（林内未利用資源） 

【対象資源の例】 
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丸太   枝葉・梢端・ﾀﾝｺﾛ・不良木（小径木等）、未利用間伐材、伐 根 

主伐・利用間伐 伐り捨て間伐 

用材（製品利用） バイオマス燃料利用 

これまで林地残材として
放置されていた。 

新たな利用方法 
（付加価値創出）  

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ事前処理 
木質ﾊﾞｲｵﾏｽの破砕・乾燥・保管 

事業主体：三陸バイオマス㈱ 

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ石炭混焼 
石炭火力発電所での利活用 

事業主体：新日本製鐵㈱ 

製材所などからの端材 

地域での利活用（検討中） 

 対象：蒔ストーブなど 

森林事業者・製造業者・行政の連携による地域経済の活性化 

【施業方法の例】 



 
１．森林の状況 

区 分 面積（ｈａ） 割合（％） 
市域面積 ４４，１４２ １００．０ 
森林面積 ３９，４２４ ８９．３ 
うち民有林 ２９，２７５ ７４．３  
 うち人工林 １４，２７３ 対民有林：48.8 

 
２．人工林の資源状況 

民有人工林の資源状況（釜石市）    
３齢級以下 ４～７齢級 ８～９齢級 １０齢級以上 

面積（ｈａ） 521.84 4,755.91 4,612.58 4,383.04 
材積（㎥） 35,617 1,045,731 1,718,071 2,160,817 
成長量（㎥） 6,111 49,193 40,225 30,643 

 
３．施業変更と目標値 

 現  状 導入後 

施 業 定性間伐 定性・列状の複合間伐 

伐 倒 チェーンソー チェーンソー 

木寄せ 
架線 
（短幹集材） 

ウィンチ付きグラップル 
（全木集材） 

集 材 林内作業車 
フォワーダ 
グラップル 

造 材 チェーンソー プロセッサ 

運 搬 トラック グラップル付 10ｔ運搬車 

生産性 3.1㎥／人・日 
8㎥／人・日 
（全体 5.5㎥／人・日） 

間伐能力 
約 15,000㎥／年 
(3.1㎥×30人×160日) 

約 26,000㎥／年 
(5.5㎥×30人×160日) 

間伐面積 
約 250ｈａ 
（15,000㎥÷60㎥/ｈａ） 

約 430ｈａ 
（26,000㎥÷60㎥/ｈａ） 

生産コスト 8,400円／㎥ 6,700円／㎥ 

（林地残材発生量） 
※用材利用率 60％ 

林内放置 
（10,000㎥） 

用材と一緒に回収 
（17,000㎥≒7,700ｔ） 
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４．事業計画（概要）    計画期間 平成 21 年度から平成 23 年度 

この事業は、岩手県（林野庁）「森林整備加速化・林業再生基金事業」と経済産業省外郭団体

の新エネルギー導入促進協議会「林地残材バイオマス石炭混焼発電実証事業」の補助メニュー

を活用し、岩手県の支援と関係機関の連携によって、計画的な森林整備と林内未利用資源の活

用に取り組むものである。 

⑴高性能林業機械の導入 

釜石地方森林組合が高性能林業機械を購入し、釜石市が購入経費の一部を負担する。高性

能林業機械を主体とする複合的な森林施業に変更することで、計画的な森林整備推進と生産

性向上、さらには用材搬出に併せ林内未利用資源を搬出する。 

⑵林内路網整備 

複合的な森林施業を確立するためには、施業区域の集約化と林内路網整備が不可欠であり、

施業集約化に取り組む釜石地方森林組合が基幹作業道の整備を行う。   

また、市有林内については、釜石地方森林組合と連携しながら整備を行う。 

⑶林内未利用資源の活用 

  ①木質バイオマス事前処理 

資源の受入・破砕・乾燥・保管を担うため新設された三陸バイオマス㈱が、木質系破砕 

機を新設し、木質チップを既設の石炭火力発電所（事業主体：新日本製鐵㈱）へ供給する。 

   （未利用資源の安定需給を目的とした支援についても、補助ﾒﾆｭ-の活用を計画している。） 

②木質バイオマス石炭混焼 

    新日本製鐵㈱釜石製鐵所が、既設の石炭火力発電所で受入れた木質チップを石炭燃料と 

混焼する。（資料№２参照） 

 

５．その他の関連事業 

⑴実証試験等 

釜石地方森林組合では、既に、ふるさと雇用再生特別基金事業を活用して組合職員を増員

しており、今後も担い手の育成に取り組む。また、岩手県森林組合連合会の支援や地方の元

気再生事業を活用した複合的な森林施業の実証事業では、高性能林業機械をリースしながら

新たな複合システムと現行システムとの比較・実証試験を市有林内で行っている。 

 ⑵支援施策検討 

森林施業の生産性向上などのシステムの確立に関係機関が連携して取り組むほか、平成 24 

年度以降を見据え、事業安定性、継続性を確保するための新たな支援施策等の検討を進める。 

 

６．期待する効果 

生産性が 3.1 ㎥から 5.5 ㎥と約 1.7 倍に向上し、市内の森林間伐面積が年間約 430ha に増加

するとともに、間伐により発生する未利用資源約 7,700 トンの有効活用が可能となる。 

これによって、森林の適正整備による水源涵養、土砂災害予防などの公益的機能回復、林内

未利用資源の有効利用に加え、用材の安定供給や生産コスト削減による林家所得向上のほか、

高性能林業機械オペレータ育成や雇用の創出など地場産業活性化、地域における省エネルギー、

温室効果ガス削減が期待される。 

 

釜石市 


